
平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

勤労青少年ホームの管理運営、維持管理。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

勤労青少年ホーム管理運営事業

開始年度 0 終了年度 9999

勤労青少年福祉法

目的 市内に居住または勤務する勤労青少年等の福祉の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

勤労青少年ホームの運営、施設の管理

事業コード

1575

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

1

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

11,792決算額

14,896
事
業
費

12,885予算額

14,583

【単位：千円】

15,546
16,582

H25（2013）

16,584

12,462

13,027

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

勤労青少年ホーム開館日数 目標値 295 295 295 295 295日

実績値 301 300 300 292

勤労青少年ホームの利用者数 人 目標値 12000 12000 12000 12000 12000

計算
根拠

年間延べ利用者数

実績値 14333 17479 17143 20200

達成率
（％）

119 145.7 142.9 168.3

実数値

ランク A A Ａ A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 若者連携若者が活躍し、定住しやすい環境の
充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

821

H25事業名 勤労青少年ホーム管理運営事業 1575



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

勤労青少年ホームの利用者数の平成２２年度実績は前年度より増加している。勤
労者や青年の福祉向上および青少年健全育成を推進するために、勤労青少年ホー
ムの果たす役割およびニーズは十分にある。

根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

勤労青少年福祉法の規定により地方公共団体が設置することになっている。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

必要最小限の経費であり、コスト削減は困難である。

根
拠

現行どおり、市の一般財源のほかに財源はない。

根
拠

施設の利用者の拡大のほか、二ーズに応じた講座の開講および昼間の時間帯にお
ける施設の有効利用を図る。根

拠

広報による認知度アップとＰＲ・昼間の時間帯におけ
る利用促進を図り、若者団体や若者育成団体との連携
交流を進める。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

広報による認知度アップとＰＲ・昼間の時間帯におけ
る利用促進を図り、若者団体や若者育成団体との連携
交流を進める。平

成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 勤労青少年ホーム管理運営事業 1575



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

市の職員が講座の企画、運営について事務を行なってい
る。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

勤労青少年ホーム各種講座運営事業

開始年度 0 終了年度 9999

勤労青少年福祉法

目的 若者が教養を深め交流を図るための講座を開設し、青少年の健全育成を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

青少年を対象に教養講座を開設。料理、生花、書道(ペン習字・細筆)、抹茶、エアロビクス等の講座を行い、そのほか若者が
望んでいるその時々の課題とニーズに応じた特別講座も行う。

事業コード

1580

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

2

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

1,351決算額

1,355
事
業
費

1,385予算額

1,336

【単位：千円】

1,354
1,355

H25（2013）

1,355

1,355

1,365

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

教養講座開講数 目標値 300 300 300 300 300回

実績値 327 323 286 337

教養講座受講者数 人 目標値 2100 2100 2100 2100 2100

計算
根拠

年間延べ講座受講者数

実績値 2383 2188 2576 2414

達成率
（％）

113 104.2 122.7 115.0

実数値

ランク A A Ａ A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 若者連携若者が活躍し、定住しやすい環境の
充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

821

H25事業名 勤労青少年ホーム各種講座運営事業 1580



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

青年が、社会人としての教養を高めたり、参加者同士の交流を図ることは、充実
した生活を送る上で大いに有益であり、ニーズはあるものと判断する。根

拠

事業名 各種教養講座

主体 勤労青少年ホーム

若者のみの教養講座として気安く受講できる。また、基本的に勤労者のための施
設であるため、夜間の講座開催ということも特徴である。

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

勤労青少年福祉法で地方公共団体が事業を行うことになっている。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ある

不可能

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

必要最小限の経費であり、コスト削減は困難である。

根
拠

現行どおり、市の一般財源のほかに財源はない。

根
拠

高学歴化、晩婚化により青年と認識される年齢層が上がっていることに対応する
とともに、青年のニーズを把握、ホームのＰＲ、青少年以外の年齢層にも支障が
ない限り、受講や利用を認める等の措置を講じる必要がある。

根
拠

広報による認知度アップとＰＲ・昼間の時間帯におけ
る利用促進を図り、若者団体や若者育成団体との連携
交流をすすめる。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

広報による認知度アップとＰＲ・昼間の時間帯におけ
る利用促進を図り、若者団体や若者育成団体との連携
交流をすすめる。平

成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 勤労青少年ホーム各種講座運営事業 1580



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

新成人の実行委員会形式による成人式の企画・運営。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成人式開催事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 新成人の門出を祝福する式典を行い、次代を担う青年の健全育成を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

次代を担う新成人の門出を祝福する成人式を、新成人自らが企画・運営し実施する。


事業コード

1968

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

739決算額

739
事
業
費

739予算額

739

【単位：千円】

730
735

H25（2013）

739

730

735

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

実行委員会開催数 目標値 6 6 6 6 6回

実績値 5 7 7 7

成人式参加者率 ％ 目標値 80 80 80 80 80

計算
根拠

成人式出席者数／　新成人数

実績値 81.4 81.0 84.4 86.1

達成率
（％）

101.8 101.3 105.5 107.6

実数値 550/676 528/652 573/679 570/662

ランク A A Ａ A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 若者連携若者が活躍し、定住しやすい環境の
充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

821

H25事業名 成人式開催事業 1968



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

成人式の開催は行政が行うとの認識が一般化している。また、成人式対象者の保
護者や家族等は、その開催を当然のこととしている。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

「成人」としての青年教育として市が主体となって行うべきである。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

既に新成人に対する記念品の配布を止めるなど、コスト削減に努めており、今以
上の削減は難しい。根

拠

国・県等の補助制度が存在しない市単独事業であるため、これ以上は望めない。

根
拠

長期にわたり青年層へ地域活動の場を提供することは、人材の育成と地域全体の
教育力向上へつながる。根

拠

新成人の門出を祝福する式典を行い、次代を担う青年
の健全育成を図る。次代を担う新成人の門出を祝福す
る成人式を、新成人自らが企画・運営し実施する。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

新成人の門出を祝福する式典を行い、次代を担う青年
の健全育成を図る。次代を担う新成人の門出を祝福す
る成人式を、新成人自らが企画・運営し実施する。平

成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
可能 可能－

－ 未実施 未実施

可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 可能 〈不可能選択理由〉

未実施

可能
H27（2015）

可能

未実施

H25事業名 成人式開催事業 1968



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

親子ふれあい事業の企画・運営。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

親と子のふれあい事業

開始年度 2006 終了年度 9999

目的 保育所（園）・幼稚園・小学生とその親を対象に、親と子の絆を深めるとともに、地域の教育力の向上を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

地域や家庭の教育力向上の推進に向け、各公民館学級講座として、青少年育成協議会や子ども会等との連携により、親と子の
絆を深める事業を行う。

事業コード

2110

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0.1

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

356決算額

500
事
業
費

500予算額

446

【単位：千円】

359
500

H25（2013）

500

500

485

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

親と子の絆を深める、学級・講座・イベント等
の開催

目標値 150 150 150 150 150回

実績値 180 106 113 70

学級・講座・イベント等の延べ参加者数 人 目標値 5000 5000 6000 6000 6000

計算
根拠

少子化の現状の中で、参加者数を維持

実績値 5671 7236 6583 8080

達成率
（％）

113.4 144.7 109.7 134.7

実数値

ランク Ａ A A A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 親と子のふれあい事業 2110



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

親と子の絆を深めるとともに、ふれあいを求める住民ニーズが増加している。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

生涯学習の一環として、人間形成における幼少期の大切な事業なので、市が関与
して推進していく必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

必要経費のみの予算執行で、コスト削減する余地が見当たらない。

根
拠

受益者負担の徴収についても考えられるが、事業の趣旨にそぐわないため行わな
い。根

拠

対象、事業内容が限定されるので今以上に成果を向上させる余地が見当たらな
い。根

拠

地域や家庭の教育力向上の推進に向け、各公民館学級
講座として、青少年育成協議会や子ども会等との連携
により、親と子の絆を深める事業を行う。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

地域や家庭の教育力向上の推進に向け、各公民館学級
講座として、青少年育成協議会や子ども会等との連携
により、親と子の絆を深める事業を行う。平

成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 親と子のふれあい事業 2110



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

地域の青年活動の活性化支援の為の事業の企画・運営。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

地域青年交流事業

開始年度 2006 終了年度 9999

目的 多くの青年が公民館に集うことにより、地域貢献につながり地域を活性化する。



Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

地域における青年活動の活性化（地域青年交流事業）の推進に向け、各公民館青年学級講座を契機として、青年たちの相互理
解や地域理解を深め、地域の活性化につながる事業を行う。

事業コード

2111

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1

0.1

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

373決算額

500
事
業
費

500予算額

376

【単位：千円】

335
500

H25（2013）

500

500

500

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

青年層を対象とした生涯学習講座・学級・交流
会等の開催数

目標値 15 15 15 15 15回

実績値 16 28 24 25

講座・学級・交流会等の延べ参加者数 回 目標値 600 600 600 700 900

計算
根拠

実績値 670 679 656 907

達成率
（％）

111.7 113.2 109.3 129.6

実数値

ランク Ａ A A A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 地域青年交流事業 2111



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

地域貢献度の高い青年層の活動の活性化に対するニーズが地域住民にある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

地域貢献度の高い青年層の活動を活性化させるには市が全面的に支援する必要が
ある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ない

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

必要経費のみの予算執行で、コストを削減する余地がない。

根
拠

受益者負担の徴収についても考えられるが、事業の趣旨にそぐわないため行わな
い。根

拠

地道に事業を継続する以外ない。

根
拠

地域における青年活動の活性化に向け、各公民館青年
学級講座を契機として、青年たちの相互理解や地域理
解を深め、地域の活性化につながる事業を行う。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

地域における青年活動の活性化に向け、各公民館青年
学級講座を契機として、青年たちの相互理解や地域理
解を深め、地域の活性化につながる事業を行う。平

成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 地域青年交流事業 2111



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

放課後子ども教室の企画・運営。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

放課後子ども教室推進事業

開始年度 2007 終了年度 9999

目的 全ての子どもを対象として、安全・安心な子どもの活動拠点（居場所）を設け、子どもの健全育成を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

地域住民の参画を得て、子どもとともに勉強やスポーツなどに取り組み、安全・安心な居場所を整備する。

事業コード

2243

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

1

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

物件費

補助金等名称

放課後子どもクラブ応援事業補助金

3,109決算額

3,976
事
業
費

3,369予算額

3,097

【単位：千円】

3,651
5,150

H25（2013）

4,286

4,937

5,623

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

運営委員会の開催 目標値 6 6 6 6 6回

実績値 5 4 4 4

公民館における居場所の開所日数（延べ） 日 目標値 700 700 700 700 700

計算
根拠

1年間の開所日数

実績値 730 725 718 713

達成率
（％）

104.3 103.6 102.5 101.8

実数値

ランク Ａ A A A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 放課後子ども教室推進事業 2243



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

保護者等が自宅に帰宅するまでの、放課後における安全・安心な子どもの居場所
提供に対するニーズがある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

安全・安心な子どもの居場所を提供するには、管理運営に関して市が全面的に関
与する必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

補助金等の活用

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

必要経費のみの予算執行でコストを削減する余地が見当たらない。

根
拠

豊地区における放課後子どもクラブ応援事業（木・金曜日開催）をモデル的に新
規に実施するので、現状以上の補助金の交付が見込める。根

拠

豊地区において放課後子どもクラブ応援事業（木・金曜日開催）を実施するので
開所日数の実績増加が期待できる。根

拠

地域の参画を得て、安全・安心な居場所を整備すると
ともに、実施内容の充実を図る。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

地域の参画を得て、安全・安心な居場所を整備すると
ともに、実施内容の充実を図る。

平
成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 放課後子ども教室推進事業 2243



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

地域住民による地区実行委員会に業務を委託。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

公民館合宿通学事業

開始年度 2009 終了年度 9999

目的 様々な地域資源を活用して、放課後や週末等における子どもの活動支援や生活体験をとおした地域の教育力の活性化

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

地域の公民館に宿泊しながら、親元を離れて共同生活を行い、学校へ通うことにより、地域の人たちの協力により簡単な生活
習慣の習得支援や地域住民との交流を深めるとともに、地域の教育力の向上を図る。

事業コード

2244

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

0.5

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

補助（県）事業

物件費

補助金等名称

放課後子どもクラブ応援事業補助金

1,040決算額

1,918
事
業
費

1,131予算額

1,860

【単位：千円】

2,097
1,914

H25（2013）

2,097

1,914

1,747

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

校長会への説明会議 目標値 2 2 2 2 2回

実績値 1 1 1 1

学校への説明会議 目標値 6 10 10 10 10回

実績値 6 10 10 9

実施公民館数 館 目標値 6 10 10 10 10

計算
根拠

合宿通学事業を実施した公民館数

実績値 6 10 9 9

達成率
（％）

100 100 90 90

実数値

ランク Ａ A B B

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 公民館合宿通学事業 2244



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

児童が家庭における基本的な生活習慣を習得することや協調性を学ぶ必要性に対
する市民ニーズがある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

公民館を会場として提供することや、夜間管理など市が関与する必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

受益者負担

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

必要経費のみの予算執行で、コストを削減する余地が見当たらない。

根
拠

教材費等以外の参加費の徴収。

根
拠

地区公民館を会場とし、地域住民の協力を得て、生活指導者として参加すること
によって、「地域の子どもは地域で育てる」という意識の醸成、地域の教育力を
向上させることが出来る。

根
拠

地域の公民館に宿泊しながら、学校へ通うことによ
り、地域の人たちの協力により簡単な生活習慣の習得
支援や地域住民との交流を深めながら、地域の教育力
の向上を図る。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

地域の公民館に宿泊しながら、学校へ通うことによ
り、地域の人たちの協力により簡単な生活習慣の習得
支援や地域住民との交流を深めながら、地域の教育力
の向上を図る。

平
成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

その他

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 公民館合宿通学事業 2244



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

補助金申請、実績報告書のみの事務。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

心の電話相談活動費補助金

開始年度 0 終了年度 9999

目的 電話による相談事業を通じて、健全な地域づくりに寄与する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

心の電話の活動費の補助

事業コード

1946

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 24

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

45決算額

45
事
業
費

45予算額

45

【単位：千円】

45
45

H25（2013）

45

45

45

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

※設定困難 目標値

実績値

研修会の開催 回 目標値 7 7 7 7 7

計算
根拠

２月に１回以上の開催

実績値 10 9 10 10

達成率
（％）

142.9 128.6 142.9 142.9

実数値

ランク Ａ A Ａ A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 心の電話相談活動費補助金 1946



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

現在の社会状況から鑑み、こころの相談事業に市民ニーズがある。
根
拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

市民の電話相談を通して地域と密着した活動を行っており、青少年の健全育成に
寄与しているため、活動の補助は妥当である。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

研修の充実、相談の増加を予測すると削減は難しい。

根
拠

市の単独事業であるため、これ以上は望めない。

根
拠

相談員の資質向上を行い、地域づくりの寄与ができる。

根
拠

電話による相談事業を通じて、健全な地域づくりに寄
与することを支援する。市は補助金申請、実績報告書
のみの事務。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

電話による相談事業を通じて、健全な地域づくりに寄
与することを支援する。市は補助金申請、実績報告書
のみの事務。平

成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

団体補助等の特定の相手先への補助
金や交付金事業のため

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 心の電話相談活動費補助金 1946



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

補助金申請、実績報告書のみの事務。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

スカウト育成会活動補助金

開始年度 0 終了年度 9999

目的 ボーイ・ガールスカウトの育成を図り、青少年の健全育成に寄与する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

スカウト協議会の活動費の補助

事業コード

1947

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 24

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

90決算額

90
事
業
費

90予算額

90

【単位：千円】

90
90

H25（2013）

90

90

90

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

※設定困難 目標値

実績値

研修・訓練等事業開催回数 回 目標値 5 5 5 5 5

計算
根拠

実績値 5 5 5 5

達成率
（％）

100 100 100 100

実数値

ランク A A Ａ A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 スカウト育成会活動補助金 1947



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

ボーイ・ガールスカウトの育成は青少年の健全育成に寄与するためニーズはあ
る。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

青少年の健全育成に係るボーイ・ガールスカウトの活動に対する行政支援策とし
ての補助金等交付事業であるため必要である。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

活動の成果をが望むには、これ以上の削減は難しい。

根
拠

市の単独事業であるため、これ以上は望めない。

根
拠

会員数の維持或いは増加により、活動の成果が望める。

根
拠

ボーイ・ガールスカウトの育成を図り、青少年の健全
育成に寄与する。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

ボーイ・ガールスカウトの育成を図り、青少年の健全
育成に寄与する。

平
成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

団体補助等の特定の相手先への補助
金や交付金事業のため

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 スカウト育成会活動補助金 1947



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

平成２３年度より一部事業において市民主役事業として民
間団体へ委託。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

青少年健全育成事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 青少年健全育成のための環境づくりとして、の家庭教育普及啓発活動等を行うことで、次代を担うひとづくりを推進する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

「地域や家庭の教育力向上」の推進に向け、親と子の絆を深め、鯖江の未来を担う子どもたちの育成事業の実施に取り組む。
具体的な事業として、家庭教育啓発機関紙（はぐくみ）の発行や青少年育成団体の支援・指導を行う。

事業コード

1969

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.1会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

808決算額

751
事
業
費

843予算額

751

【単位：千円】

694
809

H25（2013）

765

610

771

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

編集委員会開催回数 目標値 2 2 2 2 2回

実績値 2 2 2 2

家庭啓発紙「はぐくみ」の発行部数 部 目標値 20000 20000 20000 20000 20000

計算
根拠

年２回×10000

実績値 20200 20410 20600 20600

達成率
（％）

101 102.1 103 103

実数値

ランク A A Ａ A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 青少年健全育成事業 1969



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

凶悪な犯罪、問題行動の多様化、低年齢化の対策として、家庭や地域の教育力向
上が必須である。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

青少年健全育成は社会全体の問題であるため、市が行う必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

かるた大会については、Ｈ18から市かるた協会が自主的な運営を行っている。

根
拠

国・県等の補助制度が存在しない市単独事業であるため、これ以上は望めない。

根
拠

定期的かつ継続して家庭教育についての啓発を行っていくことは、必要であり、
向上の余地はある。根

拠

地域や家庭の教育力向上の推進に向け、親と子の絆を
深め、鯖江の未来を担う子どもたちの育成事業の実施
に取り組む。具体的な事業として、機関紙（はぐく
み）の発行、青少年育成団体の支援・指導を行う。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

地域や家庭の教育力向上の推進に向け、親と子の絆を
深め、鯖江の未来を担う子どもたちの育成事業の実施
に取り組む。具体的な事業として、機関紙（はぐく
み）の発行、青少年育成団体の支援・指導を行う。

平
成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

団体補助等の特定の相手先への補助
金や交付金事業のため

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 青少年健全育成事業 1969



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

補助金申請、事務補助、実績報告書の事務。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

青少年健全育成鯖江市民会議事業補助金

開始年度 0 終了年度 9999

目的 市民の総意を結集し、青少年の健全育成や非行防止等の活動推進を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

青少年育成等に関係する各種団体の緊密な連携により、全域あげての青少年育成を図る。

事業コード

2034

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.7会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

3,150決算額

3,150
事
業
費

3,150予算額

3,150

【単位：千円】

3,150
3,150

H25（2013）

3,150

3,150

3,200

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

青少年の健全育成や、非行防止等の活動推進を
図る市民大会の開催

目標値 1 1 1 1 1回

実績値 1 1 1 1

青少年の健全育成や、非行防止等の活動推進を
図る市民大会の参加者数

人 目標値 200 200 200 200 200

計算
根拠

少子化の現状の中で、参加者数を維持

実績値 200 402 367 385

達成率
（％）

100 201 183.5 192.5

実数値

ランク A A Ａ A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 青少年健全育成鯖江市民会議事業補助金 2034



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

青少年の健全育成や非行防止等の活動推進は大きな課題となっており、地域環境
の向上に向けた取り組みが必要である。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

青少年の健全育成や非行防止等の活動推進は生涯学習の一環として市が取り組む
必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

将来を担う青少年が、ふるさと鯖江を大切にし、愛着や誇りを持って成長するこ
とが望まれている昨今、青少年健全育成鯖江市民会議の更なる活動推進が必要で
あり、削減は難しい。

根
拠

既に県の補助制度を活用して財源確保に努めており、これ以上は望めない。

根
拠

各地区青少年育成協議会、子ども会等の社会教育団体との連携を図り、青少年の
健全育成や非行防止等の活動を推進する。根

拠

会員が問題意識を共有し、意識を向上させるために、
特にいじめや犯罪につながるＬＩＮＥやネットなどの
情報モラルをはじめ、学校現場や急激に変化する情報
環境など、青少年に関わる問題について掌握し、迅速
かつ柔軟に対応するための研修会等を開催しながら、
市民会議全体はもとより会員がそれぞれの団体、地域
で、青少年の健全育成に取り組む。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

会員が問題意識を共有し、意識を向上させるために、
特にいじめや犯罪につながるＬＩＮＥやネットなどの
情報モラルをはじめ、学校現場や急激に変化する情報
環境など、青少年に関わる問題について掌握し、迅速
かつ柔軟に対応するための研修会等を開催しながら、
市民会議全体はもとより会員がそれぞれの団体、地域
で、青少年の健全育成に取り組む。

平
成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 事務改善

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

団体補助等の特定の相手先への補助
金や交付金事業のため

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 青少年健全育成鯖江市民会議事業補助金 2034



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

補助金申請、実績報告書のみの事務。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

少年警察協助員会事業補助金

開始年度 0 終了年度 9999

目的 社会奉仕の精神をもって、少年の非行防止と福祉の増進に努め、世論の啓発により少年の健全育成を図る。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

少年警察協助員会への活動のための補助金

事業コード

2036

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

補助金等交付現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間 24

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

補助費等

補助金等名称

45決算額

45
事
業
費

45予算額

45

【単位：千円】

45
45

H25（2013）

45

45

45

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

少年の非行防止と健全育成を目的とした啓発事
業の実施

目標値 12 12 12 12 12回

実績値 15 15 15 15

少年の非行防止と健全育成を目的とした行事等
の従事者数

人 目標値 20 20 20 20 20

計算
根拠

実績値 48 40 40 40

達成率
（％）

240 200 200 200

実数値

ランク A A Ａ A

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 少年警察協助員会事業補助金 2036



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

少年の非行防止と福祉の増進に努め、世論の啓発により少年の健全育成を図るこ
とは市民ニーズがある。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

少年の非行防止と啓発活動を行うことは少年の健全育成に必要である為、市が補
助金等交付事業を行う必要がある。根

拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

啓発事業をより図るためにはコスト削減は難しい。

根
拠

市の単独事業のため、これ以上望めない。

根
拠

少年の非行防止と福祉の増進の啓発をより行い、少年の健全育成を図る成果があ
る。根

拠

社会奉仕の精神をもって、少年の非行防止と福祉の増
進に努め、世論の啓発により少年の健全育成を図る。
少年警察協助員会への活動のための補助を行う。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

社会奉仕の精神をもって、少年の非行防止と福祉の増
進に努め、世論の啓発により少年の健全育成を図る。
少年警察協助員会への活動のための補助を行う。平

成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

団体補助等の特定の相手先への補助
金や交付金事業のため

未実施

不可能
H27（2015）
不可能

未実施

H25事業名 少年警察協助員会事業補助金 2036



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

市民主役事業提案団体が企画、運営。

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

家族ふれあい事業

開始年度 2011 終了年度 9999

目的 青少年健全育成のための環境づくりとして、家庭や家族ふれあいの普及啓発活動等を行うことで次代を担うひとづくりを推進
する。

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
（
計
画
）

Ｈ25
事業名

部署名 生涯学習課

「地域や家庭の教育力向上」の推進に向け、親と子の絆を深め、鯖江の未来を担う子どもたちの育成事業の実施に取組む。市
民主役条例に基づき提案型市民主役事業として、光でつなぐ家族の絆(西山公園イルミネーション事業)を行う。

事業コード

2997

概要

法令
根拠

実施
形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（
実
施
）

活動指標

民間等委託（全部）現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

総
合
計
画
体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

正規職員

臨時・嘱託

※所要時間

0.25

80

会計

事業タイプ

経費区分

事
業
要
員

タ
イ
プ

一般会計

単独事業

物件費

補助金等名称

0決算額

620
事
業
費

0予算額

620

【単位：千円】

1,020
601

H25（2013）

1,020

556

660

H26（2014）H24（2012）H23（2011）H22（2010）区分

－

広報誌、HP等でのPR回数 目標値 2 2 2 2回

実績値 2 2 2

光でつなぐ家族の絆(西山公園イルミネーショ
ン事業)応募家族数

組 目標値 150 150 50 50

計算
根拠

Ｈ25より「家族ふれあい写真コンテスト」（目標値100点）
が廃止

実績値 141 143 45

達成率
（％）

94.0 95.3 90.0

実数値

ランク B Ａ B

豊かな心を育む文化の薫る
まちづくり

青少年を健全育成する青少年

基本目標 属性 基本施策

青少年の健全育成

実施施策

2041

「人の増えるまち」づくり 学校・地域・家庭教育安心して生み育てられる子育て環境
の充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

813

H25事業名 家族ふれあい事業 2997



平成26年度　事務事業評価_事務事業調書　（評価対象事業）

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
（評
価
）

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

家族ふれあい写真コンテスト・西山公園イルミネーション装飾事業は、恒常的に
応募があり、市民のニーズは十分にあると考えられる。根

拠

事業名

主体

必
要
性 【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

青少年健全育成のための環境づくりは、行政が関与し推進を図る必要がある。
根
拠

根
拠

有
効
性

効
率
・効
果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。 事業名

所管課

根
拠ない

今後さらに内容の充実を図るため、コスト削減は困難である。

根
拠

国や県からの補助金、交付金はない。

根
拠

他団体との連携による事業の発展や応募者数を増やすためのテーマを検討するこ
とにより、事業内容の充実を図ることが出来る。根

拠

家族のふれあい光でつなぐ家族の絆（西山公園イルミ
ネーション装飾）事業等の実施により、親と子の絆を
深め、鯖江の未来を担う子どもたちの育成に取り組
む。

維持

平
成26

年
度
取
組
み

【平成27年度　方向性】

家族のふれあい光でつなぐ家族の絆（西山公園イルミ
ネーション装飾）事業等の実施により、親と子の絆を
深め、鯖江の未来を担う子どもたちの育成に取り組
む。

平
成27

年
度
計
画

【平成26年度　取組み】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 可能－

－ 実施 実施

可能

【H27提案型市民主役オープン事業実施】 可能 〈不可能選択理由〉

未実施

可能
H27（2015）

可能

実施

H25事業名 家族ふれあい事業 2997


